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地方創生推進交付金の概要・PPP/PFIにおける現状について

地方創生推進交付金とは 地方公共団体の自主的・主体的かつ先導的な事業を支援することで、地方における安定

した雇用創出、地方への新しいひとの流れ、まちの活性化など地方創生に寄与

○地域再生計画の作成【地域再生法第５条第４項第１号】

計画の作成主体：地方公共団体

地方創生推進交付金の対象事業：以下の要素を全て満たす事業

① 地方版総合戦略に位置付けられた地方公共団体の自主的・主体的な取組であること

② 先導的な事業として、自立性、官民協働、地域間連携、政策間連携等の要素を有する事業であること

③ 事業毎に、ふさわしい具体的な重要業績評価指標（KPI）を設定し、PDCAサイクルを整備していること

○交付金の交付【同法第13条】

当該事業（認定された地域再生計画に基づくもの）に要する経費に充てるため、予算の範囲内で交付金を交付することができる。

現行制度においても、対象事業に含まれるPPP/PFIの検討・推進等（※）に係る費用について

は、地方創生推進交付金の対象となり得る。
（※）導入可能性調査費やアドバイザリー経費など事業計画段階に関する費用が対象となり得る。ただし、教育・農業・

医療などの個別分野で、他省庁の所管であることが明らかである事業については、対象外と考えられる。

交付金を受けた事例

○PPP を活用した医療機関や子育て支援施設、商業施設等の整備を実施し、産科不在な

どの問題解消や生活利便性の向上を図る（各事業主体が参画する SPC 設立等により運

営体制を構築）。

○当該施設整備に係るPPP／PFIの導入可能性調査等や、出産・子育てに関する情報発信

等を総合的に行う事業を地方創生推進交付金で支援。 子育て交流センターイメージ（出典：大網白里市HP）

PPPを活用した出産・子育て楽楽（らくらく）まちづくり計画（千葉県大網白里市）
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事業類型

業務内容

PFI法 その他PPP/PFI

①コンセッショ
ン
②収益型事業

③サービス購入
型事業

④公的不動産の
有効活用 等

金融支援
（出資、資金貸付け等） ○ ― ―

コンサルティング支援
（専門家の派遣、助言等） ○ ☆ ☆本業務特例により支援可能に

（参考）PFI推進機構の業務範囲

地域再生法改正案におけるPFI法の特例（国会提出中）

本改正においては、公的不動産の利活用等のPPP/PFIを含

む事業が「民間資金等活用公共施設等整備事業」として地域

再生計画に記載可能な事項として追加されたことで、

PPP/PFIが地域再生に資するものであることが明確化。併せ

て「民間資金等活用公共施設等整備事業」を記載した計画に

おいて地方創生推進交付金や企業版ふるさと納税など他の支

援措置メニューを活用すること等により、PPP/PFIを従前以

上に推進。

地方公共団体（特に小規模の地域）の中には、PPP/PFIの案件形成の

ためのノウハウが不足しているところも依然として多い（※）。また、

PPP/PFIの経験の少ない、又は小規模の地方公共団体にも裾野を拡

大するためには導入可能性調査等の初期段階からの支援が有効。

そこで地域再生法改正案において、従来利用料金を徴収するPFI

事業のみを支援対象としていた民間資金等活用事業推進機構（PFI

推進機構）が、地方公共団体の求めに応じコンサルティングを行い、

利用料金徴収の有無にかかわらず、公的不動産の有効活用をはじめ

とするPPP/PFIの推進を図ることを特例業務として可能とする。

（※）PPP/PFIを推進していない又はしない理由として、「ノウハウがない」

が58.2%（経済財政諮問会議（H27.3.4）資料より）

府営住宅

サービス付き
高齢者向け住宅

余剰地
戸建住宅

マンション

保育園

公園

図書館

コミュニティ
施設

大阪府：大阪府営枚方田ノ口住宅
建替え事業

岡山市：出石小学校跡地整備事業

（参考）公的不動産利活用の例

民間資金等活用公共施設等整備事業に係る

PFI推進機構の特例業務の追加

PPP/PFIの地域再生計画記載事項への

明確な位置づけ

〇 老朽化した公共施設の維持更新、低未利用化した公的不動産の有効活用は、地方公共団体の重要な課題。

〇 厳しい財政状況の中で、公的不動産の有効活用を通じて公共施設の効率的な整備等を図るためには、民間の資金・ノウハウを

活用するPPP/PFIの導入が有効。そこで、専門機関であるPFI推進機構がコンサルティングを行うことで、公的不動産の有効活用

をはじめとするPPP/PFIの更なる促進を図る地域再生法改正案を、先の通常国会に提出した（継続審査）。

※PFI推進機構は、利用料金を徴収し自らの収入とするPFI事業について、施設の需要変動によるリスクマネーを供給する目的で

2013年にPFI法に基づき設立された官民ファンド。平成30年度末時点で33件の支援実績（融資に伴う助言等を含む）がある。 2



内閣府 地方創生推進事務局

民間資金等活用事業推進室 （PPP/PFI推進室）

（地方創生推進交付金に関するご相談はこちら（地方創生推進事務局））

〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1 内閣府本府庁舎地下１階

TEL：03-3581-4213 FAX：03-3581-5536

（PPP/PFI制度全般に関するご質問はこちら（PPP/PFI推進室））

〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1 中央合同庁舎第８号館14階

TEL：03-6257-1655 FAX：03-3581-9682


